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ている。指定都市とは，地方自治法第 252 条の 19に規定されている人口 100 万人規模の大規
模市であり，現在 20 市となっている。中核市は，地方自治法第 252 条の 22に規定されている人
口 30 万人規模の市であり，現在 45 市となっている。地域保健法施行令に規定された市は，小
樽市，町田市，藤沢市，四日市市，呉市，大牟田市，佐世保市の7市である。
　保健所数の推移は，保健所法が平成 6年に地域保健法に改正され，全面施行された平成 9


















































　平成 26 年 4月現在の全保健所 490 か所を対象として，郵送による質問紙調査を実施した。




47.3％は常勤職員 90 名以上であり，中核市設置の保健所（以下，中核市型）の65.2％が 80 名
以上の組織である。一方，都道府県設置の保健所（以下，都道府県型）は，20〜 29 名の組織
が最も多く24.9％であり，約 6割が 39 名以下の組織であった。
　精神保健福祉相談の年間延件数の平均については，指定都市型が 6,891.0 件，中核市型が










こころの健康づくりに関する講演会 68.4 87.0 54.3
精神障害者に対する正しい知識の普及啓発の講演会 73.7 89.1 59.2
自殺対策に関する普及啓発 68.4 97.8 90.9
アルコール健康障害・薬物使用に関する啓発普及 52.6 76.1 50.9







精神障害者の地域生活支援 68.4 67.4 36.2
精神障害者のピア活動への支援 31.6 19.6 22.3
うつ病・気分障害本人や家族への支援 31.6 37.0 19.6
アルコール使用障害本人や家族への支援 31.6 41.3 17.4
薬物使用障害本人や家族への支援 26.3 10.9 3.8
ひきこもり本人や家族への支援 15.8 52.2 37.7







精神障害者当事者団体の育成支援 42.1 23.9 22.6
精神障害者家族会の育成支援 68.4 76.1 61.9
アルコール・薬物依存症自助グループの育成支援 47.4 41.3 30.9
自死遺族会の育成支援 15.8 23.9 6.0
就労支援のための職親会等の育成支援 31.6 2.2 4.9
精神保健福祉ボランティア団体の育成支援 15.8 43.5 28.7










精神障害地域生活支援 31.6 28.3 23.4
うつ病等の気分障害 26.3 26.1 28.3
アルコール・薬物関連問題 47.4 34.8 32.5
ひきこもりなど児童・思春期精神保健 31.6 34.8 41.5
認知症等高齢者精神保健 42.1 23.9 25.3









保健所デイケアその他の支援 42.1 60.9 18.9
関係機関の紹介 94.7 100.0 97.4
各種社会資源の整備促進及び運営支援 68.4 37.0 56.6
精神障害者保健福祉手帳の普及 63.2 50.0 35.5
入院者の地域移行支援 68.4 78.3 77.0
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指定都市型 中核市型 都道府県型
他の業務で多忙で余裕がない 21.1 17.4 29.1
保健所から遠方である 5.3 0.0 17.0
家族がいるが，本人が未治療・治療中断で医療支援を拒否している 47.4 45.7 87.9
同居の家族がいるが，理解・協力が得られない 52.6 37.0 80.8
独居でかつ未治療・医療中断で医療支援を拒否している 52.6 47.8 86.0
職員への暴力の危険がある 21.1 19.6 37.0
パーソナリティ障害等で医療機関にかかっているが対応が困難である 36.8 43.5 78.9
新たな課題であり新規に対応方法を考える必要がある 0.0 2.2 12.5



















　平成 26 年 12月現在の市町村を対象として，都道府県別に層化した上で無作為抽出した780
















　医療保護入院に係る市町村長同意の件数を平成 25 年度の実績でみると，10 万人未満市町
村では平均 3.9 件，30 万人未満市町村では平均 20.2 件であった。市町村長同意を行った事例
へのかかわりについては，「非自発的受診導入のための訪問及び医療調整」が 10 万人未満市町
村では56.0％，30 万人未満市町村では60.0％，「入院時の診察への同席」が 10 万人未満市町
村では52.0％，30 万人未満市町村では26.7％であった。
　受診援助に関しては，「受診前家族相談」が 10 万人未満市町村では73.0％，30 万人未満市
町村では97.0％，「訪問支援」が10万人未満市町村では83.8％，30万人未満市町村では78.8％，
「医療調整」が10万人未満市町村では59.5％，30 万人未満市町村では75.8％であった。
　退院支援に関しては，「入院中の関与」が 10 万人未満市町村では60.9％，30 万人未満市町
村では81.3％，「一般相談支援事業所と連携」が 10 万人未満市町村では48.3％，30 万人未満
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表７　市町村における啓発普及事業（平成 25 年度実績） 単位％








　家族支援事業では，平成 25 年度の実績で統合失調症患者の家族を対象としたものが，10 万
人未満市町村では46.7％，30 万人未満市町村では86.7％，気分障害患者の家族を対象とした
ものが 10 万人未満市町村では33.3％，30 万人未満市町村では40.0％で，統合失調症患者と
気分障害患者の家族支援に突出していた。
表 8　市町村における家族支援事業（平成 25 年度実績） 単位％










援」が 10 万人未満市町村では68.8％，30 万人未満市町村では71.4％，「ピアサポ トー，ピアカウ
ンセリング団体への支援」が，10 万人未満市町村では4か所（12.5％），30 万人未満市町村で
は2か所（28.6％）であった。
　組織育成事業では，平成 25 年度の実績で精神障害者家族会の育成・支援が 10 万人未満
市町村では15.9％，30 万人未満市町村では32.1％。精神障害者当事者団体の育成・支援が
10 万人未満市町村では40.2％，30 万人未満市町村では57.1％。精神保健福祉ボランティア団
体の育成・支援が 10 万人未満市町村では17.1％，30 万人未満市町村では32.10％。こころの




表 9　市町村における組織育成及び団体支援事業（平成 25 年度実績） 単位％































では80.0％，30 万人未満市町村では77.1％，「地域精神医療の充実」が 10 万人未満市町村
では79.2％，30 万人未満市町村では68.6％，「保健所の機能強化」が 10 万人未満市町村では
57.6％，30 万人未満市町村では62.9％であった。
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表 11　市町村における困難軽減のための体制整備 単位％









都道府県（保健所）等のバックアップが必要」との回答が 10 万人未満市町村では63.8％，30 万
人未満市町村では77.8％でともにトップであった。
　精神保健福祉業務の推進のための具体的な対策としては，「精神保健福祉相談員を必置とす
る」が 10 万人未満市町村では61.9％，30 万人未満市町村では60.6％，「保健所や精神保健福
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